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別紙第１

報 告

Ⅰ 職員の給与等に関する報告及び勧告についての基本的な考え

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、地方公務員法において、社会一般の情勢

に適応するように、随時、適当な措置が講じられなければならないとされています（情

勢適応の原則 。また、給与については生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並）

びに民間事業の従事者の給与その他の事情を、給与以外の勤務条件については国及び他

の地方公共団体の職員との権衡を考慮して定めなければならないとされています（均衡

の原則 。）

人事委員会の報告・勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として、情勢適応

の原則及び均衡の原則に則り、職員の適正な勤務条件を確保するために設けられている

、 、 、 、ものであり 本委員会は 毎年 県内の民間企業の給与等の状況を精確に調査・分析し

人事院が行う報告・勧告や他の地方公共団体の職員の給与等の状況等を総合的に勘案し

て、報告・勧告を行っています。

平成17年の本委員会の報告・勧告では、人事院が同年に報告・勧告した給与構造の改

革に準じて、地域の民間給与の反映、職務・職責に応じた給料構造への転換及び勤務実

績の給与への反映の推進等を報告し、給料表や昇給制度の見直し、地域手当の新設等を

。 、 、 、勧告しました また 平成18年には 民間企業の給与水準をより精確に反映させるため

調査対象の企業規模を100人以上から50人以上に拡大するなど、随時、情勢適応の原則

、 。及び均衡の原則を徹底し 職員の適正な勤務条件を確保するための措置を講じています

国においては、国家公務員法の改正により、能力・実績に基づく人事管理の徹底や、

再就職に関する規制が導入されました。また、国家公務員制度改革基本法に基づき、現

、 、 、在 国家公務員の労働基本権の在り方の見直しについて検討が進められており さらに

年金支給開始年齢の引上げに伴う65歳定年制の実現に向けて、給与制度の見直しをはじ

めとする諸課題について今後検討が進められることとされています。これらの事項は、

本県職員の人事・給与制度に大きく影響するものと考えられます。

本委員会は、これまでも、情勢適応の原則及び均衡の原則に則って、給与構造改革等

の必要な措置を随時報告・勧告してきたところですが、今後とも、民間給与の実態や社

会情勢の動きを適確に捉え、人事行政の中立・専門機関として期待される役割を十分に

果たせるよう努めていきます。
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Ⅱ 職員の給与

１ 職員の給与の状況

本委員会が本年４月現在で実施した「平成21年職員給与実態調査」の結果は、次の

とおりです。

(1) 職員の数、平均年齢、職員構成等

職員の総数は、本年４月１日現在21,882人で、適用給料表別の職員の内訳は、次

のとおりです。

（人数） （構成比）

行政職 5,247人 （ 24.0％）

公安職 2,985人 （ 13.6％）

研究職 171人 （ 0.8％）

医療職 484人 （ 2.2％）

教育職 12,995人 （ 59.4％）

総 数 21,882人 （100.0％）

職員の平均年齢は43歳６月、平均経験年数は20年11月（行政職給料表適用職員に

あっては、それぞれ43歳10月、22年）です。

性別の内訳は、次のとおりです。

（男性） （女性）

全 職 員 66.1％ 33.9％

うち行政職給料表適用職員 75.8％ 24.2％

また、学歴別構成は、次のとおりです。

（大学卒 （短大卒 （高校卒 （中学卒）） ） ）

全 職 員 76.5％ 8.3％ 15.1％ 0.1％

うち行政職給料表適用職員 64.4％ 5.5％ 30.0％ 0.1％

（参考資料 第１表）

(2) 平均給与月額

職員の平均給与月額（給料、扶養手当及び地域手当の合計額）は、375,235円で

あり、その内訳は、給料362,993円、扶養手当11,914円、地域手当328円です。
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（参考資料 第２表 その１）

(3) 手当の支給状況

主な手当の支給状況は、次のとおりです。

ア 扶養手当

扶養手当の受給者は、12,262人（全職員の56.0％）であり、受給者１人当たり

の平均扶養親族数は2.19人、平均支給月額は21,261円です。

（参考資料 第６表）

イ 住居手当

住居手当の受給者は、13,226人（全職員の60.4％）であり、受給者１人当たり

の平均支給月額は、借家・借間居住者24,994円、自宅居住者3,500円です。

なお、住居手当受給者の住居種類別構成は、借家・借間35.6％、自宅64.4％で

す。

（参考資料 第７表）

ウ 通勤手当

通勤手当の受給者は、18,482人（全職員の84.5％）であり、受給者１人当たり

の平均支給月額は、10,176円です。

なお、通勤手当受給者の通勤方法別構成は、交通機関等利用者3.8％、交通用

具使用者95.5％、交通機関等と交通用具との併用者0.7％です。

（参考資料 第８表）

２ 民間の給与の状況

(1) 職種別民間給与実態調査

本委員会は、職員の給与と、公務と類似する業務に従事する民間企業の従業員の

給与との比較を行うため、企業規模が50人以上で、かつ、事業所規模が50人以上の

民間事業所523のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した187の事業所を対象

に、人事院及び熊本市人事委員会等と共同で「平成21年職種別民間給与実態調査」

を実施しました。

調査では、給与改定の有無にかかわりなく、本年４月分として支払われた給与月

額等について、159の事業所から回答が得られ、調査完了率は、85.0％であり、広

く民間事業所の状況を調査することができました。
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また、民間企業における給与改定の状況や雇用調整の実施状況等についても、引

き続き調査を行いました。

（参考資料 第12表）

(2) 調査の結果

ア 給与額

企業規模別、職種別、学歴別の給与額は、参考資料の第13表のとおりです。

イ 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で

21.4％（昨年25.7％ 、高校卒で13.6％（同18.8％）となっていますが、そのう）

ち大学卒で86.4％（同63.4％ 、高校卒で84.3％（同75.5％）の事業所で、初任）

給は据置きとなっており、据置きの事業所の割合が昨年に比べて大幅に増加して

います。

ウ 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、係員についてベースアップを実施した事業所の割合は

9.3％（昨年33.1％）となっており、昨年に比べ大幅に減少しています。他方、

ベースダウンした事業所の割合も0.4％（同0.0％）にとどまっています。

、 （ ）また 係員について定期昇給を実施した事業所の割合は71.4％と昨年 73.9％

に比べ減少しています。昇給額については、増額となった事業所の割合が13.7％

と昨年（26.4％）に比べて減少しているのに対し、減額となった事業所の割合が

16.8％と昨年（5.3％）に比べ増加しています。

エ 雇用調整の実施状況

別表第３に示すとおり、昨年からの厳しい経営環境を背景に、本年１月以降に

雇用調整を実施した事業所の割合は47.9％と、昨年（18.2％）に比べて大幅に増

加しています。雇用調整の措置内容をみると、採用の停止・抑制（20.4％ 、残）

業の規制（17.7％ 、非正規社員の契約更新の中止・解雇（17.3％）の順になっ）

ています。また、賃金カットを実施した事業所の割合は11.3％となっています。

３ 職員と民間の給与の比較

本年の職員給与と民間給与の比較を行った結果は、次のとおりです。

(1) 月例給
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本委員会は、職員給与実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき、公

務においては一般の行政事務を行っている行政職給料表適用職員、民間においては

公務の行政職給料表と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の者につ

いて、給与決定要素（役職段階、年齢、学歴）を同じくすると認められる者同士の

４月分の給与額（公務にあっては比較給与の月額、民間にあってはきまって支給す

る給与から時間外手当及び通勤手当を除いたもの）を対比させ、精密に比較（ラス

パイレス比較）を行いました。

本年４月の職員の給与は、熊本県知事等の給与の特例に関する条例（平成21年熊

本県条例第11号。以下「特例条例」という ）により給料月額が減額されています。

が、当該減額措置は臨時・特例的にとられたものであることから、公民給与較差の

算出における職員給与については、当該減額措置がないものとした場合の職員の給

与を用いることとし、その職員の給与と民間の給与を比較した結果、別表第４に示

すとおり、職員給与が民間給与を1,088円（0.28％）上回っています。

なお、特例条例による減額措置後の職員の給与は、民間の給与を10,694円（2.88

％）下回っています。

(2) 特別給

本委員会は、職種別民間給与実態調査により民間の特別給（ボーナス）の過去１

年間の支給実績を精確に把握し、これに職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年

間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

本年の職種別民間給与実態調査の結果、昨年８月から本年７月までの１年間にお

いて、民間事業所で支払われた賞与等の特別給は、別表第５に示すとおり、所定内

給与月額の4.14月分に相当しており、職員の期末手当・勤勉手当の年間の支給月数

（4.50月）が民間事業所の特別給を0.36月分上回っています。

４ 生計費及び物価

総務省統計局の家計調査等を基礎として算定した本年４月の熊本市における１人

世帯、２人世帯、３人世帯及び４人世帯の標準生計費は、それぞれ121,964円、154,

528円、185,656円及び216,786円となっています。

（参考資料 第20表）

また、総務省統計局調査による本年４月の消費者物価指数は、昨年４月に比べ、熊
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本市で0.7％増加しています。

（参考資料 第21表）

５ 国家公務員の給与

(1) 国家公務員と職員との給料比較

昨年４月現在における国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給の水準を100とした

場合の本県行政職給料表適用職員の給料の水準を示すラスパイレス指数は100.8で

あり、ほぼ均衡しています。

(2) 人事院の報告・勧告の概要

人事院は、本年８月11日に、国会及び内閣に対して国家公務員の給与等について

報告・勧告を行いました。

月例給については、本年４月分の公務員給与が民間給与を863円(0.22％)上回っ

ていることから、俸給表について引下げ改定を行うこと、自宅に係る住居手当を廃

止すること、特別給（期末手当・勤勉手当）については、支給月数が民間を上回っ

ていることから、年間で0.35月分引き下げることとしました。

また、時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえて、超過勤

務手当の支給割合等について所要の改定を行うこととしました。

さらに、借家・借間に係る住居手当の在り方や単身赴任手当の改善について、引

き続き検討することとしているほか、給与構造改革、高齢期の雇用問題等について

報告しています。

６ 給与の改定

(1) 給与改定の必要性

本県においては、３で述べたとおり、本年４月分の職員給与が民間給与を1,088

円(0.28％)上回っていること及び職員の期末手当・勤勉手当の年間支給月数が民間

の昨年８月から本年７月までの１年間の賞与等の特別給の支給割合を0.36月分上回

っていることが明らかになりました。

また、人事院は、５(2)で述べたとおり、本年の官民給与比較の結果、国家公務

員の給与が民間の給与を上回っていること等から、国家公務員の給与について、①

俸給表を引下げ改定すること、②自宅に係る住居手当を廃止すること、③期末手当

- 6 -



・勤勉手当の支給月数を0.35月分引き下げることなどを内容とする勧告等を国会及

び内閣に対して行いました。

職員の給与は、国、他の地方公共団体の職員及び民間企業の従業員の給与等を考

、 、慮して定めるとする地方公務員法の均衡の原則を踏まえる必要があり 本委員会は

これらを総合的に勘案して検討した結果、本年は、給料表及び期末手当・勤勉手当

について引下げ改定を行うことが適当であると判断しました。ただし、給料表の改

、 、定に当たって 初任給など若年層の給与は引下げを行うことは適当でないことから

行政職給料表の１級から３級までの一部の給料月額については引下げを行わないこ

ととし、一方、管理職層である７級以上については一般職員を上回る引下げとしま

す。また、医療職給料表（１）については、医師の処遇を確保する観点から、引下

げ改定は行わないこととし、第２号任期付研究員に適用される給料表についても、

若手研究者を対象とした給料表であることから、引下げ改定は行わないこととしま

す。

自宅に係る住居手当については、自宅居住者の割合が国より多いなどの職員の居

住実態、前記の民間給与との較差の状況等を考慮すると、人事院勧告に準じて直ち

に廃止することは適当ではなく、本県の実情を踏まえて所要の改定を行う必要があ

ると判断しました。

(2) 改定すべき事項

ア 行政職給料表について、本年の民間給与との較差の状況等を考慮して引下げ改

定を行うこととします。また、給料月額について改定が行われることを踏まえ、

熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年熊

本県条例第８号）附則第７項の規定による給料（経過措置額）の算定基礎となる

額についても、所要の調整措置を講ずることとします。併せて、行政職給料表以

外の給料表（医療職給料表（１）及び第２号任期付研究員に適用される給料表を

除く ）についても、行政職給料表との均衡を基本に、所要の改定を行うことと。

します。

イ 自宅に係る住居手当について、本年の民間給与との較差の状況等を考慮して、

月額3,000円に引き下げることとします。

ウ 期末手当・勤勉手当について、昨年８月から本年７月までの１年間における民

間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.35月分引き下げ、4.15

- 7 -



月分とすることとします。本年度については、６月期における期末手当・勤勉手

当の特例措置により凍結した支給月数分（0.2月分）を支給しないこととすると

ともに 引下げ月数から当該凍結分に相当する月数 0.2月分 を減じた月数 0.、 （ ） （

15月分）を12月期の期末手当・勤勉手当から差し引くこととします。平成22年度

以降については、人事院勧告に準じて配分することとします。

また、再任用職員の期末手当・勤勉手当並びに特定任期付職員及び任期付研究

員の期末手当についても同様に改定することとします。

エ 本年４月からの年間給与で民間との実質的な均衡が図られるよう、本年12月期

の期末手当の額において、所要の調整措置を講ずることとします。

(3) その他

ア 住居手当

人事院は、借家・借間に係る住居手当については、高額家賃を負担している職

員の実情を踏まえた手当の在り方について引き続き検討を進めることとしまし

た。本県においても、国における検討を注視しながら検討を進めていく必要があ

ると考えます。

、 、自宅に係る住居手当については 他の地方公共団体の状況などを注視しながら

廃止も含めた見直しについて今後検討する必要があると考えます。

イ 単身赴任手当

人事院は、単身赴任に伴う経済的負担の実情及び民間における同種手当の支給

状況を考慮して、引き続きその改善について検討することとしました。本県にお

いても、国における検討を注視しながら、職員の実情を踏まえて検討を進めてい

く必要があると考えます。

ウ 教育職員の給与

教育職員に適用される給料表については、平成17年度から他の人事委員会とと

もに、全国人事委員会連合会において調査・研究を行っています。

、 、義務教育等教員特別手当については メリハリある教員給与体系の推進のため

国及び他の都道府県の動向を注視しながら、検討を進めていく必要があると考え

ます。

７ 給与構造改革
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本県においては、国に準じて給与構造改革を進めてきていますが、職務・職責に応

じた適切な給与とするため、年功的な給与を抑制し職務・職責に応じた給与構造への

転換などの本委員会が勧告した給与構造改革に関係する施策はすべて実施され、給与

構造の見直しが計画的に進んでいます。

給与構造改革は平成22年度をもって終了することになりますが、人事院においては

地域間給与配分の見直しの検証を含め、諸課題についても平成22年度以降順次具体的

な見直しを行えるよう検討を進めていく予定としており、平成23年度以降の取組の内

容についても十分注視していく必要があると考えます。

Ⅲ 職員の勤務時間

１ 改定の必要性

職員の勤務時間は、地方公務員法において、社会一般の情勢に適応するように、随

時、適当な措置が講じられ、また、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失

しないように適当な考慮が払われなければならないとされています （情勢適応の原。

則及び均衡の原則）

本県職員の勤務時間については、熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例にお

いて１日８時間、１週間当たり40時間と定められています。昨年、本委員会は、勤務

時間の短縮について、総合的に勘案して検討した結果、引き続き検討を行う必要があ

ると報告しました。

職種別民間給与実態調査の結果によれば、別表第６に示すとおり、本県の民間企業

、 （ 。）の所定労働時間は 平成16年から20年まで 調査を実施しなかった平成17年を除く

の４年平均では、１日当たり７時間46分、１週間当たり38時間58分となっており、職

員の勤務時間と比べて１日当たり14分程度、１週間当たり１時間２分程度短い状況に

あります。

国家公務員の勤務時間については、昨年の人事院勧告を踏まえ、本年４月１日から

１日当たり７時間45分、１週間当たり38時間45分に改定されており、また、過半数の

都道府県においても同様に改定を実施しています。

、 （ ） 、近年 仕事と生活の調和 ワーク・ライフ・バランス の重要性が指摘されており

勤務時間の短縮は、家庭生活や地域活動の充実につながり、広く仕事と生活の調和に

も寄与するものと考えます。
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このような状況を踏まえ、本委員会は、職員の勤務時間を国に準じて改定すること

が適当であると判断しました。

なお、改定に当たっては、これまでの行政サービスを維持するとともに、行政コス

トの増加を招かないことを基本とすべきです。そのためには、時間外勤務や休日勤務

の増加を招くことのないよう職員一人ひとりが仕事の進め方を点検するとともに、管

理・監督者にあっては、業務運営の在り方を見直すなど、公務能率の向上に一層努め

る必要があります。

２ 改定すべき事項

職員の勤務時間を、１週間当たり38時間45分とし、各任命権者が、１日につき７時間

45分を月曜日から金曜日までの５日間において割り振るものとします。

これに伴い、育児短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員等

についても所要の措置を講ずることとします。

Ⅳ 職員の人事・給与等に関する今後の課題

１ 人事・給与制度

(1) 勤務実績の給与への反映

国においては、国家公務員法の改正により、能力・実績に基づく新たな人事評価

制度が導入され、また、国家公務員制度改革基本法の制定により、能力・実績に応

じた処遇の徹底という基本理念が示されました。地方公務員についても、今後、国

家公務員と同様に、新たな人事評価制度の構築や、職務給原則の徹底など、能力・

実績に基づいた人事管理の推進についての議論が進められていくものと思われま

す。

本県においては、現在、知事部局等において新たな人事評価制度が段階的に導入

されているところですが、今後も引き続き、職務・職責をより反映した職務の級の

分類の検討や、勤務実績を重視した昇給、勤勉手当の支給等について、一層検討を

進める必要があると考えます。

(2) 女性職員の登用

女性職員の登用は、男女共同参画社会実現のために積極的に取り組むべき課題で

す。各任命権者の取組によって、管理職など役付職員に占める女性職員の割合は年
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々向上していますが、今後とも、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発

揮することができるよう、より一層取組を進めていく必要があります。

(3) 高齢期の雇用問題

人事院は、年金支給開始年齢の段階的引き上げに対応し、平成25年度から定年年

齢を段階的に65歳まで延長することが適当であるとしています。また、その実施の

ため、平成22年中を目途に具体的な立法措置のための意見の申出を行うことができ

るよう、本年秋以降、総給与費の増大を抑制するための給与制度の見直しや組織活

力及び公務能率を高めるための人材活用方策など、検討すべき諸課題への対応を進

めていく必要があるとしています。

本委員会は、国家公務員における制度実施が本県職員の人事・給与制度にも大き

く影響することから、これらの動きを十分注視していく必要があると考えます。

(4) 労働基本権の問題

公務員の労働基本権の在り方については、国家公務員制度改革基本法において、

政府が、国家公務員の労働基本権の在り方の検討に加え、地方公務員の労働基本権

の在り方についても、両者の整合性をもって検討するとしています。また、人事院

は、現行制度を見直し、新たな制度設計を議論する際には、憲法上の公務員の地位

の特殊性や職務の公共性にかんがみ、全体の奉仕者との関係、財政民主主義や勤務

条件法定主義との関係、市場の抑制力との関係等の論点を含め、幅広い観点から慎

重な検討が行われることが必要であると報告しています。

本委員会は、今後、これらの検討状況についても十分注視していく必要があると

考えます。

２ 仕事と生活の調和に向けた勤務環境の整備

、 （ ） 、近年 仕事と生活の調和 ワーク・ライフ・バランス の重要性が指摘されており

平成19年12月には「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」等が政府

において決定され、官民一体となった取組が進められています。

本委員会も、職員の仕事と生活の調和という観点から、健康で豊かな生活のための

時間の確保や、多様な働き方ができる環境整備が重要と考えます。

(1) 総実勤務時間の短縮

総実勤務時間の短縮は、健康で豊かな生活のための時間を確保し、職員の健康を
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維持するという観点から非常に重要です。

各任命権者においては 「時間外勤務の縮減に関する指針」を定め、定時退庁日、

や時間外勤務縮減週間の設定等のほか、時間外勤務の事前命令の徹底、事務事業の

見直しなどに取り組まれています。また、教職員については 「教職員の総実勤務、

」 、 、 、 、時間の縮減に係る指針 に基づき 業務の適切な配分 定時退勤の推進 事務改善

。 、 、会議の簡素・効率化などに取り組まれています しかし これらの取組によっても

長時間勤務が生じている状況が指摘されています。このため、今後もこれらの取組

を継続し、総実勤務時間の短縮に努める必要があると考えます。月60時間を超える

時間外労働の割増賃金率を引き上げることなどを内容とする労働基準法の一部改正

が、平成22年４月１日から施行されますが、これは、長時間労働を抑制し、労働者

の健康確保や、仕事と生活の調和を図ることを目的としたものです。特に管理・監

督者にあっては、職員の勤務実態の把握を行うとともに、業務の見直しや事務処理

方法の簡素・合理化等を一層推進していく必要があります。

また、職員の健康保持、ゆとりある生活時間の確保のために年次有給休暇の取得

は極めて重要であり、管理・監督者は、今後とも職員が年次有給休暇を取得しやす

い環境づくりに努める必要があります。

(2) 職員の健康管理

職員の健康管理については、各任命権者において、各種健康診断のほか、メンタ

ルヘルス対策として、指針の策定や各種研修の実施、相談体制の整備等が積極的に

実施されていますが、心の疾病を理由とする休職者は増加傾向にあり、休職者全体

の７割を超える状況となっています。

各任命権者においては、これらの取組を引き続き推進していくとともに、心の疾

病を理由とする休職者が増加している状況を踏まえて、職員自らがストレスに早く

気付き、相談体制等を活用して早期に対処すること（セルフケア）や、管理・監督

者が日頃から職員のストレスの状況把握に努め、その要因の軽減・除去や勤務環境

の向上等の適切な対応をとること（ラインによるケア）について重点的に取り組む

必要があると考えます。

また、病気休職者の職場復帰に際しては、管理・監督者が中心となって、業務内

容や勤務環境等に配慮することにより、円滑な職場復帰に努める必要があります。

(3) 両立支援その他勤務環境の整備
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仕事と生活の調和を図るためには、育児や介護を行う必要のある職員に対する両

立支援の取組を推進していくことが重要です。本県は、育児短時間勤務制度等の両

立支援の制度は整ってきていますが、男性職員の育児休業の取得が少ないなど、制

度の利用が十分でない状況があります。各任命権者においては、各種制度の周知を

徹底するなどの取組を一層進める必要があります。また、民間を対象とした「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律」が本年７月１日に公布され、育児休業に関する制度の見

直し等が行われました。これを受け、人事院は国家公務員の育児休業等に関する法

律の改正についての意見の申出を行いました。本県においても、関係法律の改正等

の動きを注視しながら、育児休業の措置の拡充等について検討を進めていく必要が

あります。

また、職員がその能力を十分に発揮するためには、良好な勤務環境の整備が不可

欠ですが、一部において、セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントに

よる問題が生じています。これらの行為は、職員の心身に支障を及ぼし職場環境を

悪化させるだけでなく、職務能率、職場秩序の保持の点からも問題があります。各

任命権者においては、今後も各種研修の実施や事後の適切な対応等により、良好な

勤務環境の整備に努める必要があります。

３ 信頼の確保

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務するものであり、職員には、

勤務時間の内外を問わず、高い倫理意識が求められています。本委員会は、これまで

も、倫理意識の高揚の必要性に言及し、各任命権者においても、様々な取組を行って

いますが、いまだに県民の信頼を損なう不祥事が生じています。

最近では、不適正な経理の問題で、職員の法令遵守意識の欠如と公金に関する意識

の希薄さが指摘されています。

県民の負託にこたえ、適正に行政課題に取り組んでいくためには、職員一人ひとり

が全体の奉仕者としての自覚を持ち、自らの行動が公務の信用に影響を与えることを

常に認識して、公務員倫理、服務規律の確保に努める必要があります。

各任命権者においては、平素からの指導を更に徹底するなど、綱紀の保持にこれま

で以上に万全を期し、県民の信頼確保に努めていくことが必要であると考えます。
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Ⅴ 給与及び勤務時間に関する勧告実施の要請

人事委員会の勧告制度は、労働基本権制約の代償措置として、地方公務員法の情勢適

応の原則及び均衡の原則に基づき、職員の適正な勤務条件を確保するものです。

これらの原則が正しく適用されることが、職員の努力や実績に的確に報いることにな

るとともに、有為な人材の確保や労使関係の安定などを通じて、行政運営の安定に寄与

するものであると考えます。

本年の勧告においては、民間従業員の給与の状況、人事院の報告及び勧告等を総合的

に勘案した結果、月例給及び期末手当・勤勉手当について水準を引き下げることとし、

住居手当についても引下げの改定を行うこととしました。また、勤務時間について短縮

を行うこととしました。

議会及び知事におかれましては、勧告制度の意義及びそれが果たしている役割に深く

御理解をいただき、別紙第２の勧告どおり速やかに実施されるよう要請いたします。

なお、本年４月から平成24年３月までの期間を限った措置として行われている特例条

例による給与の減額措置は、本県の極めて深刻な財政状況など諸般の事情を勘案すると

やむを得ないものではありますが、本委員会としては、諸事情が整い次第、本来の職員

の給与水準が確保されるよう期待します。
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別表第１ 民間における初任給の改定状況

項 目

採用あり 初任給の改定状況 採用なし
学
歴 増 額 据置き 減 額企業規模

％ ％ ％ ％ ％
大 規 模 計 21.4 (13.6) (86.4) (0.0) 78.6

学 23.8 (12.5) (87.5) (0.0) 76.2500人以上

100人以上
卒 22.6 (15.1) (84.9) (0.0) 77.4

500人未満
50人以上

16.1 (11.1) (88.9) (0.0) 83.9100人未満

高 規 模 計 13.6 (15.7) (84.3) (0.0) 86.4

校 13.1 (0.0) (100.0) (0.0) 86.9500人以上

100人以上
卒 14.5 (11.8) (88.2) (0.0) 85.5500人未満

50人以上
12.6 (50.0) (50.0) (0.0) 87.4100人未満

（注）１ 事務員と技術者のみを対象としたものです。

２（ ）内は、採用がある事業所を100とした割合です。

別表第２ 民間における給与改定の状況

その１ ベースアップの実施状況 （単位：％）

項目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン役職

実施 中止 の慣行なし段階

係 員 ９．３ １９．３ ０．４ ７１．０

課長級 ７．８ １３．９ ０．４ ７７．９

その２ 定期昇給の実施状況 （単位：％）

項目 定期昇給 定期昇給

制度あり 定期昇給実施 定期昇 制度なし役職

増額 減額 変化なし 給停止段階

係 員 87.7 71.4 13.7 16.8 40.9 16.3 12.3

課長級 69.3 55.7 11.2 13.1 31.4 13.6 30.7

（注）ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟと定期昇給を分離することができない事業所を除いて集計しました。
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別表第３ 民間における雇用調整の実施状況

（単位：％）

項 目 実施事業所割合

採用の停止・抑制 ２０．４

転籍出向 ６．８

希望退職者の募集 ８．９

正社員の解雇 ５．４

部門の整理閉鎖・部門間の配転 ７．６

業務の外部委託・一部職種の非正規社員への転換 ０．６

非正規社員の契約更新の中止・解雇 １７．３

残業の規制 １７．７

一時帰休・休業 １６．３

ワークシェアリング ２．３

賃金カット １１．３

計 ４７．９

（注）１ 平成２１年１月以降の実施状況です。
２ 項目については、複数回答です。
３ 「一時帰休・休業」、「ワークシェアリング」、「賃金カット」のいずれか

の措置を実施している企業の割合は、24.5％です。

別表第４ 公民給与の較差

較 差

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） ( )－( )A B
( )－( ) 100A B ×

( )B

円 円 円 ％

３８２，２６２ ３８３，３５０ △１，０８８ △０．２８

（注） 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていません。

（備考）特例条例による減額措置後の職員の給与は371,568円で、民間の給与を10,694

円（2.88％）下回っています。
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（参考）公民給与の比較における対応関係

行政職 民 間 企 業
給料表
の職務 企業規模500人以上 企業規模100人以上 企業規模50人以上
の級 の事業所 500人未満の事業所 100人未満の事業所

支店長、工場長、
９級

部長、部次長

８級 支店長、工場長、
課長

７級 部長、部次長 支店長、工場長、

６級 部長、部次長
課長代理 課長

５級 課長

４級 課長代理 課長代理
係長

３級 係長 係長

２級 主任 主任 主任

１級 係員 係員 係員

（注） 係制を採っていない事業所において、課長代理以上に直属し、直属の部
下を有する主任については、係長に含めています。

（参考）公民給与の比較における給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与 から 給料の月額（給料の調整額を含む。）、扶養手
※

時間外手当 及び通勤手当を 当、管理職手当、地域手当、初任給調整手当、
※

除いたもの 住居手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤務
手当及び特地勤務手当に準ずる手当、へき地手
当及びへき地手当に準ずる手当

（注）１ きまって支給する給与とは、基本給、家族手当、地域手当、通勤手当、
住宅手当、役付手当等名称のいかんを問わず月毎に支給されるすべての
給与をいいます。

２ 時間外手当とは、超過勤務手当、夜勤手当、休日手当、宿日直手当、
裁量手当等勤務実績に対して支払われる手当をいいます。
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別表第５ 民間における特別給の支給状況

項 目 金 額 等

下 半 期 ( Ａ １ ) ３３８，２１５円
平 均 所 定 内 給 与 月 額

上 半 期 ( Ａ ２ ) ３２８，４６１円

下 半 期 ( Ｂ １ ) ７５２，６３５円
特 別 給 の 支 給 額

上 半 期 ( Ｂ ２ ) ６２６，８５０円

下半期 (Ｂ１)／(Ａ１) ２．２３月分

特 別 給 の 支 給 割 合 上半期 (Ｂ２)／(Ａ２) １．９１月分

年 間 計 ４．１４月分

（注） 下半期とは平成２０年８月から平成２１年１月まで、上半期とは同年２月か

ら７月までの期間をいいます。

（備考）職員の現行の年間支給月数は、４．５０月です。

別表第６ 民間の所定労働時間の推移

１日当たりの所定労働時間 １週間当たりの所定労働時間

時間：分 時間：分
平成１６年 ７：４５ ３８：５０

平成１７年 ― ―

平成１８年 ７：４５ ３８：５４

平成１９年 ７：４６ ３８：５９

平成２０年 ７：４７ ３９：０８

４年平均 ７：４６ ３８：５８

（注）１ 本表は、平成20年職員の給与等に関する報告及び勧告の資料の再掲です。

２ 平成１７年は、職種別民間給与実態調査において、所定労働時間の調査を行

っていません。

３ 所定労働時間数は、事務・管理部門の所定労働時間です。
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